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�愛媛県告示第１４７１号
自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第７条第４項の規定に基づ

き、石鎚国定公園に関する公園事業の一部を決定したので、同条第

６項の規定に基づき、その概要を次のとおり公示する。

この公園事業の位置を表示した図面は、愛媛県庁及び久万高原町

役場に備え付けて供覧する。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４７２号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４７３号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により指定した医師が、次のように所在地を変更した。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

� 目 次 �
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○ 道路の供用開始（県道大洲野村線）……………………………………９７８

○ 道路の区域変更（県道久万中山線）……………………………………９７８

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………………９７９

○ 道路の区域変更（県道後柿之浦線）……………………………………９７９

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………………９７９
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告 示

公園事業の名称
及び種類 事 業 地

鉄砲石川野営場（野
営場）
亀腹公衆便所（公衆
便所）

愛媛県上浮穴郡久万高原町（面河集団施設地区）

愛媛県上浮穴郡久万高原町（面河集団施設地区）

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

肢体不自由・心臓・じん臓・呼
吸器・ぼうこう又は直腸・小腸
機能障害

内 科 旭川荘南愛媛病院 藤 井 千 穂 北宇和郡鬼北町大字永野市１６０７ 平成
１９年９月１日

肢 体 不 自 由 〃 医療法人柏寿会福田
医院 福 田 保 四国中央市下柏町４３５ 平成

１９年９月１日

〃 〃 市 立 宇 和 島 病 院 大 島 清 孝 宇和島市御殿町１－１ 平成
１９年９月１日

聴覚・平衡・音声・言語・そし
ゃく機能障害 耳鼻咽喉科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 川 上 美由紀 東温市志津川 平成
１９年９月１日

医 師 氏 名
旧 所 在 地 新 所 在 地

変 更
年月日病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地 病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地

武 内 啓 済 生 会 西 条 病 院 西条市朔日市字榎ヶ坪２６９－
１ 栗 整 形 外 科 病 院 四国中央市中之庄町３９８－１ 平成１１年

３月８日

毎週（火・金）曜日発行 第１８９６号 平成１９年９月１４日

平成１９年９月１４日金曜日 第１８９６号

愛 媛 県 報

９７４



��������������

��������������

��������������

�������
�愛媛県告示第１４７６号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第６５条の規定に基づ

き、次のとおり指定自立支援医療機関の辞退の申出があった。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４７４号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４７５号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４７７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から４月

間縦覧に供する。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ピコア２１三津 松山市三津三丁目５
番４０号

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社コーノ、株
式会社丸三書店、株
式会社つるや、株式
会社ジャパンシュー
ズえひめ、堤製パン
株式会社、有限会社
藤岡時計店、日本マ
クドナルド株式会社、
株式会社ダイナマイ
トコーポレーション、
ペットショップＺＯ
Ｏ

大黒天物産株式会社、
株式会社丸三書店、
株式会社つるや、株
式会社ジャパンシュ
ーズえひめ、堤製パ
ン株式会社、有限会
社藤岡時計店、日本
マクドナルド株式会
社、株式会社ダイナ
マイトコーポレーシ
ョン、ペットショッ
プＺＯＯ

平成１９年
７月１９日

平成１９年
７月２０日

２ 意見書の提出

正 田 大 介 市 立 大 洲 病 院 大洲市西大洲字ヤスバ甲５７０ 市 立 宇 和 島 病 院 宇和島市御殿町１－１ 平成１８年
４月１日

古 川 浩 次 国立大学法人愛媛大学医学部
附属病院 東温市志津川 愛 媛 県 立 今 治 病 院 今治市石井町４－５－５ 平成１８年

１１月１日

小 松 次 郎 愛 媛 県 立 今 治 病 院 今治市石井町４－５－５ 美 須 賀 病 院 今治市黄金町３－４－８ 平成１９年
８月１日

診断した身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 届出年月日

聴覚・平衡・音声・言語・そし
ゃく機能障害 耳鼻咽喉科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 能 田 淳 平 東温市志津川 平成
１９年８月２７日

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

いちご薬局 八幡浜市１４５５－２３ 株式会社一期一会医療介護 平成１９年
９月１日

ハッピー薬局松前店 伊予郡松前町筒井４００－１ 株式会社ハッピーファーマシー 平成１９年
９月１日

名 称 辞退年月日

葦陽生名薬局 平成１９年６月３０日

愛 媛 県 報平成１９年９月１４日 第１８９６号

９７５
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�愛媛県告示第１４７８号
西条市橘土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良事業

（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・向原下池地区）の施

行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）

第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の規定により、次

のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

向原下池地区）計画書の写し

� 西条市橘土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１９年９月１８日から１０月１７日まで

３ 縦覧場所

西条市役所

�������
�愛媛県告示第１４７９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、宇和島市三間町地域に係る県営土地改良事業計画を変更した

ので、同条第６項において準用する同法第８７条第５項の規定により、

次のとおり土地改良事業変更計画書の写しを縦覧に供する。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用道路整備事業・三間地区）変更計画

書の写し

２ 縦覧期間

平成１９年９月１８日から１０月１７日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所三間支所

�������
�愛媛県告示第１４８０号
宇和島市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土地改

良事業（かんがい排水）・元宗地区）の施行は、適当と認められる

ので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項にお

いて準用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類

を縦覧に供する。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

元宗地区）計画書の写し

� 宇和島市営土地改良事業の経費の賦課徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成１９年９月１８日から１０月１７日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所三間支所

�������
�愛媛県告示第１４８１号
宇和島市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土地改

良事業（かんがい排水）・音地地区）の施行は、適当と認められる

ので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項にお

いて準用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類

を縦覧に供する。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

音地地区）計画書の写し

� 宇和島市営土地改良事業の経費の賦課徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成１９年９月１８日から１０月１７日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所三間支所

�������
�愛媛県告示第１４８２号
宇和島市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土地改

良事業（かんがい排水）・白井谷地区）の施行は、適当と認められ

るので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項に

おいて準用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書

類を縦覧に供する。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

白井谷地区）計画書の写し

� 宇和島市営土地改良事業の経費の賦課徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成１９年９月１８日から１０月１７日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所吉田支所

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労

政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成１９年９月１４日 第１８９６号

９７６
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�愛媛県告示第１４８３号
鬼北町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土地改良

事業（かんがい排水）・父野川中地区）の施行は、適当と認められ

るので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項に

おいて準用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書

類を縦覧に供する。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

父野川中地区）計画書の写し

� 鬼北町営土地改良事業費分担金徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成１９年９月１８日から１０月１７日まで

３ 縦覧場所

鬼北町役場日吉支所

�������
�愛媛県告示第１４８４号
鬼北町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土地改良

事業（農道）・新田地区）の施行は、適当と認められるので、土地

改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用す

る同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供

する。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・新田

地区）計画書の写し

� 鬼北町営土地改良事業費分担金徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成１９年９月１８日から１０月１７日まで

３ 縦覧場所

鬼北町役場本庁

�������
�愛媛県告示第１４８５号
鬼北町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土地改良

事業（かんがい排水）・生田地区）の施行は、適当と認められるの

で、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項におい

て準用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を

縦覧に供する。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

生田地区）計画書の写し

� 鬼北町営土地改良事業費分担金徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成１９年９月１８日から１０月１７日まで

３ 縦覧場所

鬼北町役場本庁

�愛媛県告示第１４８６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４８７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４８８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 北条玉川線
今治市玉川町龍岡下丁１８４番２地先から

同町龍岡下甲２２３番１地先まで

旧 ３．８～１３．０
１２．０～３３．０

０．６１０
０．６５９

新 １２．０～３３．０ ０．６５９

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３１７号
今治市玉川町龍岡上甲４８５番３から

同町龍岡上甲３３０番２地先まで

旧 ７．０～１８．０
１３．０～３０．０

０．４４１
０．４５４

新 １３．０～３０．０ ０．４５４

愛 媛 県 報平成１９年９月１４日 第１８９６号

９７７
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その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４８９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４９０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４９１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４９２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大洲野村線
大洲市菅田町菅田字下畑乙７４０番１から

同町菅田字手水川乙４９６番１０まで

旧 ５．４～１２．２ ０．３６０

新 １１．２～２６．３ ０．３６０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大洲野村線
大洲市菅田町菅田字宮ノ下乙７２６番１１から

同町菅田字手水川乙４９６番１０まで
平成１９年９月１４日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大洲野村線 大洲市菅田町菅田字宮ノ下乙７２６番１１ 平成１９年９月１４日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 小田河辺大洲線
喜多郡内子町南山８６４番３から

同町南山８２２番２まで

旧 ４．０～１３．０ ０．３７３

新 ４．８～１３２．０ ０．３７３

愛 媛 県 報平成１９年９月１４日 第１８９６号

９７８
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�愛媛県告示第１４９３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４９４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４９５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４９６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 久万中山線
喜多郡内子町臼杵１０９５番から

同町臼杵１２２番２まで

旧 ５．０～１８．０ ０．１８１

新 １２．０～５７．６ ０．１８１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 久万中山線
喜多郡内子町臼杵１０９５番から

同町臼杵１２２番２まで
平成１９年９月１４日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 後柿之浦線
宇和島市津島町平井字マトヶ碆峠４５１番３９から

同字４５１番４０まで

旧 １９．３～２１．３ ０．０２０

新 ４２．２～４５．２ ０．０２０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 後柿之浦線
宇和島市津島町平井字マトヶ碆峠４５１番３９から

同字４５１番４０まで
平成１９年９月１４日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１９松局建（開）第２７号

平成１９年９月３日
伊予郡松前町大字神崎字横田６４６番３及び６４７番３

松山市古三津六丁目５番２１号

サンハイツ宮前１０７号

西 岡 大 成

１９松局建（開）第２８号

平成１９年９月４日
東温市田窪字大坪１０４５番３

松山市南江戸二丁目３番３６号

メゾンハイツ西山５０１号

小 山 浩 二

愛 媛 県 報平成１９年９月１４日 第１８９６号

９７９



公 告 監 査 公 表

�公 告

毒物劇物取扱者試験の合格者について

平成１９年８月２１日に実施した毒物劇物取扱者試験の合格者は、次

のとおりである。

平成１９年９月１４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

一般

受験番号 受験番号 受験番号 受験番号

３ １７ ２１ ３２

４２ ４４ ５４ ６３

６４ ６６ ６７ ７０

７８ ８１

農業用品目

受験番号 受験番号 受験番号 受験番号

１１ １３ ３２ ３６

６５ ６７ ６８ ９４

１００ １０６ １１３ １２３

１２４ １２６ １２８ １３３

１３７ １３９ １４２ １５２

１５３ １６２ １６３ １６５

１６９ １７７ １７９ １８４

１８７ １９０ １９５ ２００

２０１ ２０８ ２１０ ２１２

２１７ ２２１ ２２２ ２２３

２２５ ２２７ ２２８ ２３０

２３３ ２４２ ２５０ ２６０

２６３

特定品目

受験番号 受験番号

２ １０

�公表第３２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成１９年９月１４日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 岡 田 志 朗

同 田 中 多佳子

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

八 幡 浜 地 方 局 総 務 県 民 部 平成１８年８月３１日

八 幡 浜 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 〃

八 幡 浜 地 方 局 建 設 部 平成１８年９月１日

八 幡 浜 地 方 局 大 洲 土 木 事 務 所 平成１８年８月３１日

（監査の結果）

１ 県税については、納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越

額の縮減に一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 ６３，８６０，２５８ １４１，２６１，８９４ ２０５，１２２，１５２

１６年度 ６７，２１５，３９７ １５９，８０５，８２２ ２２７，０２１，２１９

差引増減 △３，３５５，１３９ △
１８，５４３，９２８

△
２１，８９９，０６７

（八幡浜地方局総務県民部）

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮

減により一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 １，２０４，４３６ ２，６１４，６４１ ３，８１９，０７７

１６年度 １，０２１，５３５ ２，００８，７４７ ３，０３０，２８２

差引増減 １８２，９０１ ６０５，８９４ ７８８，７９５

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 ９３，３２６ １，６２４，９４４ １，７１８，２７０

１６年度 ２４，４９８ １，６００，４４６ １，６２４，９４４

差引増減 ６８，８２８ ２４，４９８ ９３，３２６

（八幡浜地方局健康福祉環境部）

３ 県営住宅貸付料については、納期限内の収入確保に努めるとともに、

滞納繰越額の縮減により一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 ２６８，３００ １，３３２，７３３ １，６０１，０３３

愛 媛 県 報平成１９年９月１４日 第１８９６号
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�公表第３３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成１９年９月１４日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 岡 田 志 朗

同 田 中 多佳子

�������
�公表第３４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成１９年９月１４日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 岡 田 志 朗

同 田 中 多佳子

１６年度 ２５３，５００ １，３１６，４３３ １，５６９，９３３

差引増減 １４，８００ １６，３００ ３１，１００

（八幡浜地方局建設部）

４ 延滞利息（工事請負契約に伴うもの。）については、適切な債権管

理が望まれる。

調定年度 収入未済額（円） 備 考

１３年度 １，０１９，６５０

計 １，０１９，６５０

（八幡浜地方局大洲土木事務所）

（措置の内容）

１ 八幡浜地方局総務県民部

滞納となったものについては、愛媛県徴収確保対策本部において滞

納整理方針及び数値目標を策定して計画的な滞納整理に努めるととも

に、１２月の年末滞納クリーンアップ月間の設定、夜間・休日の滞納整

理、差押の早期着手と取立ての促進、色付封筒（イエローカード、レ

ッドカード）による催告などを実施し、滞納整理に努力した結果、平

成１８年度に繰り越した未収金２０５，１２２，１５２円が平成１９年３月３１日現在

で１３７，１８４，４７１円に減少した。

平成１８年度課税分については、自動車税納期内納付キャンペーン（街

頭啓発活動、出張収納窓口の開設等）や、口座振替の推進、納税貯蓄

組合の育成指導、広報等による啓発などにより納期内自主納税の促進

に努めた結果、出納閉鎖時の未収金は６３，７６４，５３４円となっており、前

年度に比べて９５，７２４円減少した。

今後も、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の納期限

内の収入確保とともに滞納繰越額の縮減に努めたい。

２ 八幡浜地方局健康福祉環境部

母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、資金の貸付申請時に借主に対し、制度の十分な説明と適

正な償還計画の指導を行うとともに、貸付決定時に連帯保証人に対し

ても制度の説明と償還指導の依頼通知を行うほか、償還開始前には借

主に対し、口座振替を勧めるなど納期内納付をするよう改めて通知し、

期限内の収入確保に努めた。

また、償還が滞った場合には、借主に対し督促状の送付、電話や訪

問による督促を行うとともに、連帯保証人に対しては、当面の措置と

して、借主に対する返済の働きかけをさせるとともに、可能な範囲で

の支援を要請し、滞納額の縮減に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越額５，５３７，３４７円は、平成１９年３月

３１日現在で１，１９８，９９０円の償還、償還率２１．７％（対前年＋１２．５ポイン

ト）となり、滞納者２６名中９名が償還済みとなったほか、１５名からは

一部納入を得ることができた。

しかしながら、借主の不安定な雇用状況等により、生活に困窮した

者、多重債務となった者など償還困難者が多く、平成１８年度出納閉鎖

時の償還未済額は５，５０８，５９９円（現年度分１，１７０，２４２円、滞納繰越分

４，３３８，３５７円）となった。

この貸付金償還金が、本特別会計における貸付金の財源となること

から、今後とも、借主の生活状況に応じた適切な償還指導により、期

限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮減に努めたい。

３ 八幡浜地方局建設部

県営住宅貸付料の滞納者については、督促状の送付、電話、個別訪

問等により、収入確保に努めた結果、過年度分６８，３００円の納入があっ

た。

また、過年度分滞納者で行方不明であった１名について、平成１８年

１２月に債権の消滅時効が完成したので、３８８，４３３円（１５ヶ月分）の不

納欠損処分を行った。

なお、平成１７年度の長期滞納者１名（１４ヶ月滞納）については、訴

訟での明渡し命令にもかかわらず不法占有を続けていたが、平成１９年

１月２２日強制執行により退去させた。

１８年度については、期限内の収入確保に努めた結果、現年度の未収

金額は前年度２６８，３００円に比べ５２，３００円に減少した。

今後とも、より一層の期限内納入を指導していきたい。

４ 八幡浜地方局大洲土木事務所

債務者が転居し行方不明のため、現在行方を調査中である。所在を

確認次第、督促等を行うこととしたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

保 健 福 祉 課 平成１８年１０月３１日

（監査の結果）

生活安定資金貸付金償還金については、納期限内の収入確保に努める

とともに、滞納繰越額の縮減に一層努められたい。

（措置の内容）

未収入金の収入確保については、市町に対し、市町担当者が借受人や

連帯保証人を訪問し、生活状態等の確認や償還督励を行い、その結果を

県に報告するよう、また、行方不明者についても追跡調査を行うよう要

請している。

その結果、平成１７年度末の未収入金１８，４９１件５８，３７７，８２０円のうち、平

成１８年度は２６１件１，０１０，８６０円を回収し、２１７件１，４２２，６９０円を不納欠

損処分した。また、平成１８年度償還分は１２件６０，０００円全額納入されたの

で、未収入金は発生せず、平成１８年度末の未収入金は１８，０１３件５５，９４４，２

７０円となっている。

今後とも借受人の生活状況に応じた適切な償還指導により、債権の整

理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

医 療 技 術 大 学 平成１９年４月２６日

（監査の結果）

授業料については、納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越

額の縮減に努められたい。
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区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 分 滞納繰越分 計

１８年度 ２６７，９００ ４０５，３００ ６７３，２００
平成１８年１２月
３１日現在（対
前年同月比）

１７年度 １，０３８，０００ ４０５，３００ １，４４３，３００

差引増減 △７７０，１００ ０ △７７０，１００

（措置の内容）

平成１８年１２月３１日時点での収入未済額のうち１８年度現年分については、

本人への面談及び電話等での催告により、平成１９年２月１６日全額納入済

みとなっている。

滞納繰越分（１４年度：１件１２０，９００円、１５年度：２件２８４，４００円）に

ついては、電話及び文書による催告を本人及び保証人に対し行っている

が納入に至っていないことから、今後とも引き続き催告を行っていきた

い。

なお、平成１９年度前期分授業料は、納付猶予（９月３０日まで）してい

る１件２６７，９００円を除き収入済みとなっている。

平成１９年９月１４日 発行
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